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NY マーケットレポート（2018 年 10 月 18 日） 
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NY 市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、米中貿易摩擦や米国とサウジの緊張が高まることへの警戒感を背景に、リスク回避の動きが強

まり、相対的に安全な資産とされる円を買う動きが優勢となった。また、米主要株価が大きく下落したこと

も加わり、ドル円・クロス円は軟調な動きとなった。米株式市場では、ダウ平均株価が一時 470 ドル安まで

下落、ハイテク株中心のナスダックが 2％以上の下落となるなど、軒並み大幅続落となった。 

 

主要な米経済指標結果 

新規失業保険申請件数 21.0 万件（予想 21.0 万件・前回 21.4 万件⇒21.5 万件） 

失業保険継続受給者数 164.0 万人（予想 166.8 万人・前回 166.0 万人⇒165.3 万人） 

米失業保険申請件数は、前週比-0.5 万件の 21.0 万件となり、市場予想より少なかった。申請件数の 4 週移

動平均は、前週比+0.2 万件の 21 万 1750 件だった。また、集計が 1週遅れる失業保険継続受給者数は、前週

比-1.3 万人の 164 万人となった。受給者数の 4週移動平均は、前週比-1250 人の 165.3 万人となった。受給

者比率は、前週から変わらずの 1.2％だった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

10 月フィラデルフィア連銀景況指数 22.2（予想 20.0・前回 22.9） 

10 月の米フィラデルフィア連銀連銀景況指数は、市場予想を上回る結果となったものの、前月から 0.7 ポイ

ント低下となった。新規受注指数は 19.3（前月 21.4）、受注残指数-2.3（前月 12.6）、出荷指数は 24.5（前

月 19.6）、雇用者数は 19.5（前月 17.6）、支払価格指数は 38.2（前月 39.6）調査結果によると、力強い需要

により製造業の健全な成長が維持されているものの、供給網の問題や貿易戦争による向かい風がなければ、

状況はさらに好転する可能性があるという。 

 

出所：Bloomberg 
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9 月景気先行指標総合指数（前月比） 0.5％（予想 0.5％・前回 0.4％） 

 

出所：Bloomberg 

 

要人発言 

ブラード・セントルイス連銀総裁 

・失業率とインフレとの関連性欠如や人口動態、低インフレ期待といった最近の展開を考慮すると、「テイラ

ー・ルール」など広く知られた金融政策ルールは一段の利上げに動く根拠を示していない 

・そうした展開を組み入れることで時代に合わせた政策ルールは、現在の政策金利水準が当面適切であるこ

とを示唆する 

・このテイラー・ルールの現代版は、当面において相対的に抑制された政策金利軌道を推奨しており、セン

トルイス連銀が推奨する軌道と類似する 
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米主要株価は大幅続落 

米株式市場は、中国上海総合指数が急落し、約 3年 11 ヵ月ぶりの安値となったことで中国景気減速が意識さ

れ、米主要株価は序盤から軟調な動きが続いた。さらに、米財務長官がサウジアラビアで開かれる投資関連

の会合への参加を見送ると表明したことで、米国とサウジの緊張が高まることへの警戒感も広がったことも

圧迫要因となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前日比 470 ドル安まで下落した。そ

の後、下げ幅を縮小し、327 ドル安で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは 2％以上の下落となっ

た。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について



 
                                           

6 

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


